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不動産市場の透明性向上等

資料 ３

１．不動産関連情報の充実

２．不動産関連情報のオープンデータ化の推進
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１．不動産関連情報の充実（不動産価格指数）

検討の方向性（案）

【不動産価格指数（住宅）全国】

• 商業用不動産など不動産価格指数の充実が求められている。
• 不動産価格指数の知名度が低く、一般ユーザーによる利用は限られている。
• 平成24年8月より、不動産価格指数（住宅）を日本語・英語で、取引月から約3ヶ月後に毎月公表しているが、速報性が課題。

【不動産価格指数（商業用不動産：建物付土地）全国】
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• 不動産投資の参考指標として活用できるような、事務所、店舗等の不動産価格の動向が分かる不動産価
格指数の充実を進めるべきではないか。

• 民間主体における不動産ビジネスを活性化するため、リフォームの有無によって、どの程度中古不動産の
取引価格を維持できているのか等の分かりやすい情報提供を工夫すべきではないか。

• 民間主体における不動産投資等のタイムリーな意思決定を促進するため、不動産価格指数の公表
の速報性を高めるべきではないか。 など

（2010年算術平均値 = 100）
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・民間主体におけるタイムリーな意思決定や二次活用を促進するため、不動産取引価格情報の公表の速報性を高める
べきではないか。

・情報の利用価値を高めるため、情報内容の充実を図るべきではないか。 など

＜対象物件の種類＞
更地（宅地）、建付地（土地・建物一体取引）、
中古マンション等、農地、林地

＜情報提供項目＞
所在地 （※町・大字レベル）
取引価格 （※有効数字2桁）
土地の面積・形状、建物の用途・構造、延床面積、建築年、
前面道路、最寄駅、用途地域、建ぺい率、容積率等

＜公表までのタイムラグ＞
取引月から概ね4ヶ月弱で公表

＜提供件数（累計）＞
約260万件（平成27年10月末日時点）

＜webアクセス数＞
8,500万件（平成26年度） （月あたり約708万件）

・平成18年4月より、不動産取引当事者へのアンケート調査に基づく不動産の実際の取引価格に関する情報
について、個人情報秘匿処理等を行った上で四半期毎に提供。

・取引月から公表までのタイムラグ（概ね４ヶ月）が大きく、速報性が課題。

検討の方向性（案）

１．不動産関連情報の充実（不動産取引価格情報）
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２．不動産関連情報のオープンデータ化の推進

・近年の不動産に関する情報の整備やＩＴ技術の進展を背景に、民間主体においてオープンデータやビッグデータを
活用し、不動産情報を提供するサービスが開始されている。

株式会社おたにでは、不動産の予測取引価格を推計し、
地図上に表示するシステム「GEEO(ジーオ)」を無料で提
供（法人向けは有料）
消費者における物件選択をサポートする他、不動産会社
における物件の価格設定や投資家による投資の適正判断
等にも活用が可能 GEEO表示画面

所在、建物種類、間取り等に応じて、予測価格を表示
出典：おたに HP

株式会社ネクストでは、「HOME'S」に掲載された中古物件の
募集情報データベースと自社開発したロジックにより算出さ
れた首都圏のマンション150万戸の参考価格を表示

出典：株式会社ネクスト「HOME'Sプライスマップ」

HOME'Sプライスマップ表示画面

不動産の予測取引価格推計サービス 不動産の参考価格提供サービス

・民間主体における二次活用を促進するため、不動産取引価格情報等のオープンデータ化をより一層推進すべき
ではないか。 など

検討の方向性（案）
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